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1.  平成26年3月期第1四半期の連結業績（平成25年4月1日～平成25年6月30日）

(2) 連結財政状態

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

26年3月期第1四半期 7,262 △19.0 △378 ― △318 ― △194 ―
25年3月期第1四半期 8,970 △1.3 △39 ― △16 ― △70 ―

（注）包括利益 26年3月期第1四半期 △100百万円 （―％） 25年3月期第1四半期 △208百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

26年3月期第1四半期 △2.31 ―
25年3月期第1四半期 △0.84 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

26年3月期第1四半期 46,004 20,967 45.1 247.25
25年3月期 47,314 21,319 44.6 251.21
（参考） 自己資本 26年3月期第1四半期 20,750百万円 25年3月期 21,082百万円

2.  配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

25年3月期 ― ― ― 3.00 3.00
26年3月期 ―
26年3月期（予想） ― ― 3.00 3.00

3. 平成26年 3月期の連結業績予想（平成25年 4月 1日～平成26年 3月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 18,300 △2.6 △170 ― △80 ― △110 ― △1.31
通期 46,500 15.6 2,180 19.2 2,150 10.6 1,400 2.9 16.68



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有
詳細は、添付資料Ｐ．４ 「四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用」 をご覧下さい。

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

(4) 発行済株式数（普通株式）

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引

法に基づく四半期報告書のレビュー手続きは終了しております。

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績予想につきましては現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり、当社としてその実現を約束する趣旨のものではあり

ません。実際の業績は今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。

※  注記事項

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無
② ①以外の会計方針の変更 ： 無
③ 会計上の見積りの変更 ： 無
④ 修正再表示 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 26年3月期1Q 85,382,196 株 25年3月期 85,382,196 株
② 期末自己株式数 26年3月期1Q 1,458,752 株 25年3月期 1,457,290 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 26年3月期1Q 83,923,704 株 25年3月期1Q 83,926,072 株
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（１）経営成績に関する説明

当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、新政権の経済政策への期待感から円安と株高が進み、輸出と

消費を押し上げるなど明るい兆しがみられました。しかし一方では、円安による原材料、原油等の輸入価格の上昇

等に加え、欧州経済の長引く低迷、中国経済の成長鈍化等による景気下振れ懸念は依然として払拭されていないこ

とから、我が国経済の先行きには不透明感が残されています。 

このような状況の下、当社グループの当第１四半期連結累計期間の業績につきましては、船舶港湾機器事業は保

守サービスが順調であったことなどから、受注は前年同期を上回りましたが、国内外の商船市場が低迷しているこ

となどから、売上は前年同期を下回りました。油空圧機器事業は、海外市場が回復したことなどから、受注は前年

同期を上回りましたが、売上は前年同期を下回りました。流体機器事業は、国内市場が堅調であったことから、受

注、売上ともに前年同期並みとなりました。防衛・通信機器事業は、前年同期の大型案件に代わるものがなかった

ことなどから、受注、売上ともに前年同期を下回りました。

以上の結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は、前年同期比19.0％減の7,262百万円、営業損失は378

百万円（前年同期営業損失39百万円）、経常損失は318百万円（前年同期経常損失16百万円）、四半期純損失は194

百万円（前年同期純損失70百万円）となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

〔船舶港湾機器事業〕

当事業の商船市場では、円安と低船価により国内造船所へ一部船種の新規発注が見られたものの、船腹量過剰に

より新造船の建造隻数は減少し、海運不況により在来船の機器換装需要も低迷していることから、受注は前年同期

並みでしたが、売上は前年同期を大きく下回りました。

内航船市場では、老齢船の代替需要は依然として低迷しているものの、復興需要により増加した新造セメント運

搬船向け機器が貢献したことから、受注は前年同期並みとなり、火力発電所燃料輸送用タンカー向け機器の納入が

寄与したことから、売上は前年同期を上回りました。

海外市場では、OEMのジャイロコンパスが順調に推移したことから、受注は前年同期を上回りましたが、韓国及

び中国の造船所での新造船の建造数が大きく減少し、欧州船主による新造船の発注キャンセル、納期繰延べなども

続いていることから、売上は前年同期を下回りました。

船舶関連機器の保守サービスは、商船市場での船腹量の増加等により、保守用の部品販売、サービス工事等が順

調に推移したことから、受注、売上ともに前年同期を上回りました。

この結果、当事業全体として売上高は1,967百万円と前年同期比425百万円（17.8％）の減少、営業損失は60百万

円（前年同期15百万円の営業利益）となりました。

［油空圧機器事業］

当事業のプラスチック加工機械市場では、国内需要の回復に加え携帯端末向け需要の拡大により、受注、売上と

もに前年同期を上回りました。

工作機械市場では、東アジア向け需要及び国内需要が縮小したことから、受注、売上ともに前年同期を下回りま

した。

建設機械市場では、北米需要が回復したことに加え、復興需要が拡大したことから、受注、売上ともに前年同期

を上回りました。

海外市場では、韓国、中国、台湾の成形機向け需要が回復したことから、受注は前年同期を大きく上回り、売上

は前年同期を上回りました。

油圧応用装置は、ダムゲート開閉油圧装置や油圧試験装置が堅調であったものの、バルクキャリア船向けハッチ

カバー開閉装置や一般産業機械向け大型物件等が低調であったことから、受注、売上ともに前年同期を下回りまし

た。

この結果、当事業全体として売上高は2,723百万円と前年同期比42百万円（1.5％）の減少、営業利益は115百万

円と前年同期比117百万円（50.4％）の減少となりました。

１．当四半期決算に関する定性的情報
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［流体機器事業］

当事業の官需市場では、上水道向け機器や農業用水向け機器が順調に推移したことから、受注は前年同期並みと

なり、売上は前年同期を上回りました。

民需市場では、電力会社向け流量計、水位計の更新需要が拡大したことから、受注、売上ともに前年同期を上回

りました。

海外市場では、受注は前年同期並みでしたが、売上は前年同期を下回りました。

この結果、当事業全体として売上高は232百万円と前年同期比11百万円（4.8％）の増加、営業損失は163百万円

（前年同期181百万円の営業損失）となりました。

〔防衛・通信機器事業〕

当事業の官需市場では、10式戦車用搭載品、捜索レーダー用指示器改修、VTS用新型半導体レーダーなどが貢献

したことから、受注は前年同期を大きく上回りました。また、航空機用可搬型船舶自動識別装置等の納入があった

ものの、艦艇用搭載品や修理部品の数量が減少したことなどから、売上は前年同期を大きく下回りました。

センサー機器市場では、新商品のトンネル用姿勢方位検出装置（光ファイバージャイロコンパス）が寄与したこ

とから、受注は前年同期を上回りましたが、売上は前年同期並みとなりました。

通信機器市場では、低歪み高出力増幅器の量産及び地上デジタル放送中継器用増幅器のオーバーホールが始まっ

たものの、前年同期の移動体衛星通信アンテナスタビライザーに代わる大型案件がなかったこと、PHS基地局関連

機器の納入が前期で終了したことなどから、受注、売上ともに前年同期を大きく下回りました。

この結果、当事業全体として売上高は1,735百万円と前年同期比1,154百万円（39.9％）の減少、営業損失は228

百万円（前年同期115百万円の営業損失）となりました。

〔その他の事業〕

検査機器事業は、主力であるグラビア印刷市場は国内外にて好調であったものの、素材市場、ビジネスフォーム

市場の需要が低調であったことから、受注、売上ともに前年同期を下回りました。

防災機器事業は、消防庁の点検指導強化に基づく「ガス系消火設備の容器弁の安全性に係る点検」に関連する部

品販売及び交換工事が好調であったことや立体駐車場案件が堅調であったことから、受注は前年同期を上回り、売

上は前年同期並みとなりました。

鉄道機器事業は、レール探傷車、遊間量測定装置、底部腐食測定装置等の機器販売が好調であったことから、受

注は前年同期を大きく上回りましたが、役務工事は工事時期が第2四半期以降に繰り延べられたことから、売上は

前年同期を下回りました。

この結果、当事業全体として売上高は604百万円と前年同期比98百万円（14.0％）の減少、営業利益は７百万円

と前年同期比81百万円（91.9％）の減少となりました。

（２）財政状態に関する説明

当第１四半期末の流動資産は、前期末に比べて1,545百万円減少し35,988百万円となりました。これは、たな資

産が増加したものの、現金及び預金並びに受取手形及び売掛金が減少したことによるものです。また、固定資産は

前期末に比べて236百万円増加し、10,017百万円となりました。これは、有形固定資産及び投資その他の資産が増

加したことによるものです。この結果、資産合計は、前期末の資産合計47,314百万円から1,309百万円減少し、

46,004百万円となりました。

流動負債は、前期末に比べて489百万円減少し17,096百万円となりました。これは賞与引当金及び未払法人税等

が減少したことによるものです。固定負債は、前期末に比べて469百万円減少し、7,941百万円となりました。これ

は、長期借入金及び退職給付引当金が減少したことによるものです。この結果、負債合計は前期末の負債合計

25,994百万円から957百万円減少し、25,037百万円となりました。

純資産合計は、前期末の純資産合計21,319百万円から352百万円減少し、20,967百万円となりました。これはそ

の他有価証券評価差額金が増加したものの、配当金の支払い及び四半期純損失により利益剰余金が減少したことに

よるものです。この結果、自己資本比率は前期末44.6％から0.5ポイント増加し、45.1％となりました。
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（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

平成26年３月期の連結業績予想については、平成25年５月10日に公表しました業績予想に対し、第２四半期累計

期間につきましては、売上高は、主として油空圧機器事業が堅調であることなどから上回る見通しであり、利益

は、売上高の増加に加え、流体機器事業、防衛・通信機器事業等の製品ミックスにより原価率が改善されること、

販売費及び一般管理費の削減と繰り延べなどから営業利益、経常利益及び当期純利益が好転する見通しであること

から、業績予想を修正いたしました。

但し、通期業績予想につきましては、今後の景気動向等に伴う不確実要素があるため、前回予想を据え置いてお

ります。

詳細につきましては、本日（平成25年８月８日）公表いたしました「業績予想の修正に関するお知らせ」をご参

照ください。

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

該当事項はありません。

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、

当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用す

る方法によっております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項
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３．四半期連結財務諸表
（１）四半期連結貸借対照表

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,515 8,431

受取手形及び売掛金 13,666 12,017

商品及び製品 1,177 1,272

仕掛品 6,370 8,144

原材料及び貯蔵品 4,604 4,667

その他 1,202 1,458

貸倒引当金 △1 △1

流動資産合計 37,533 35,988

固定資産

有形固定資産 5,654 5,752

無形固定資産

のれん 4 －

その他 188 218

無形固定資産合計 192 218

投資その他の資産

その他 3,988 4,099

貸倒引当金 △53 △53

投資その他の資産合計 3,935 4,046

固定資産合計 9,781 10,017

資産合計 47,314 46,004

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,030 4,976

短期借入金 8,675 8,684

未払法人税等 404 311

賞与引当金 996 494

その他 2,480 2,631

流動負債合計 17,585 17,096

固定負債

長期借入金 4,080 3,874

退職給付引当金 3,077 2,891

役員退職慰労引当金 334 276

資産除去債務 791 791

その他 128 108

固定負債合計 8,409 7,941

負債合計 25,994 25,037
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 7,218 7,218

資本剰余金 14 14

利益剰余金 13,698 13,252

自己株式 △193 △193

株主資本合計 20,736 20,290

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 448 525

為替換算調整勘定 △102 △65

その他の包括利益累計額合計 346 461

少数株主持分 237 217

純資産合計 21,319 20,967

負債純資産合計 47,314 46,004
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
（四半期連結損益計算書）
（第１四半期連結累計期間）

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日)

売上高 8,970 7,262

売上原価 6,853 5,541

売上総利益 2,117 1,721

販売費及び一般管理費 2,156 2,099

営業損失（△） △39 △378

営業外収益

受取利息 2 1

受取配当金 30 31

持分法による投資利益 5 24

その他 26 41

営業外収益合計 64 97

営業外費用

支払利息 29 27

為替差損 6 4

その他 5 7

営業外費用合計 41 38

経常損失（△） △16 △318

特別損失

固定資産除売却損 2 1

投資有価証券売却損 1 －

特別損失合計 3 1

税金等調整前四半期純損失（△） △19 △320

法人税等 69 △106

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △88 △214

少数株主損失（△） △18 △20

四半期純損失（△） △70 △194
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（四半期連結包括利益計算書）
（第１四半期連結累計期間）

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △88 △214

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △131 77

為替換算調整勘定 12 35

持分法適用会社に対する持分相当額 0 2

その他の包括利益合計 △120 114

四半期包括利益 △208 △100

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △190 △80

少数株主に係る四半期包括利益 △18 △20
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該当事項はありません。

該当事項はありません。

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自平成24年４月１日 至平成24年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

（注）１．「その他の事業」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、検品機器事
業、鉄道機器事業、防災機器事業、情報処理業、総合リース業、ファクタリング業、荷造・梱包

業、保険代理業、不動産の管理業などが含まれております。

２．セグメント利益の調整額△78百万円には、セグメント間取引消去△30百万円、各報告セグメント
に配分していない全社収益１百万円及び全社費用△48百万円が含まれております。全社収益は、主

に報告セグメントに帰属しない当社における研究開発活動に係る売上高であります。全社費用は、

主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費であります。
３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自平成25年４月１日 至平成25年６月30日）
報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

（注）１．「その他の事業」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、検査機器事業

（旧検品機器事業）、鉄道機器事業、防災機器事業、情報処理業、総合リース業、ファクタリング

業、荷造・梱包業、保険代理業、不動産の管理業などが含まれております。
２．セグメント利益の調整額△49百万円には、セグメント間取引消去△17百万円、各報告セグメント

に配分していない全社収益１百万円及び全社費用△33百万円が含まれております。全社収益は、主

に報告セグメントに帰属しない当社における研究開発活動に係る売上高であります。全社費用は、
主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

（セグメント情報等）

報告セグメント その他の

事業
（注）１

合計
調整額

（注）２

四半期連結
損益計算書

計上額

（注）３

船舶港湾
機器事業

油空圧
機器事業

流体
機器事業

防衛・通信
機器事業

計

売上高

外部顧客への

売上高
2,392 2,765 221 2,889 8,267 702 8,969 1 8,970

セグメント間

の内部売上高
又は振替高

21 15 － 20 55 294 349 △349 －

計 2,412 2,779 221 2,909 8,322 996 9,319 △349 8,970

セグメント利益
又はセグメント

損失（△）

15 232 △181 △115 △50 88 38 △78 △39

報告セグメント
その他の
事業

（注）１

合計
調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額
（注）３

船舶港湾

機器事業

油空圧

機器事業

流体

機器事業

防衛・通信

機器事業
計

売上高

外部顧客への
売上高

1,967 2,723 232 1,735 6,657 604 7,261 1 7,262

セグメント間
の内部売上高

又は振替高

12 39 0 7 57 265 322 △322 －

計 1,979 2,762 232 1,742 6,714 869 7,583 △321 7,262

セグメント利益

又はセグメント

損失（△）

△60 115 △163 △228 △335 7 △328 △49 △378
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